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は じ め に
90年 代初頭に登場 したマス ・カスタマイゼーション(以 下,MC)研 究は,製 品政策の世界的
標準化 と現地適応化の適切なバランスを達成する具体的方策のひとつとして期待されている。標
準化製品の大量:生産による効率性を損なうことな く,個 別顧客の異質なニーズに応 じたカスタム
化製品(オ ファリング)を 供給するシステムであるMCは(Pine1993,Hart1995),製品政策の
世界的標準化を通 じた効率性と現地適応化による効果性の同時達成の具体的方策へ内容を与える
魅力的なコンセプ トに映る。逸早 くMC概 念の国際マーケティング研究への適用に注 目した江
夏は,MCを 国際マーケティングの新 しい分析 フレームの1つ として捉えている。江夏は以下の




には不可欠な要素である」(江 夏1996,p.55)。 また,藤 沢はグローバル ・マーケティング研究
の理論的検討課題の1つ としてMC概 念を捉えている。「(グローバルMCは)消 費者の世界共
通ニーズと現地固有のニーズの双方を同時に満たすような製品政策を意味する。(中 略)両 要素
を満たして世界市場シェアを高めることに狙いを置 く。国際マーケティング研究におけるパラダ
イム 『世界標準化対現地適合化』や双方の度合いに関する議論を超越 し,新 しい市場細分化政策
や特に製品政策の方向性が示唆されたと言える」(藤 沢2002,p.125)。
MCを 国境を越えた製品政策の具体的方策 として捉えるためには,そ の適用可能性を十分に検
討することが求められよう。適用可能性を論 じる際には,事 前に,国 際マーケティング研究にお
ける標準化一道応化研究およびその後の戦略論との結合を目指す諸研究において扱われてきた製
品政策に関する主な論点を整理 し,そ の上でMC研 究へ与えるうる示唆を検討することが肝要
である。
このような問題を踏まえ,本 稿ではMC研 究との結合に向けた予備的考察 として,国 際マー
ケティングの製品政策に関わる先行研究のレビューを行 う。 とりわけ,1980年 代後半以前の標
準化 一通応化研究とそれ以後の戦略論 との結合を模索す る諸研究を対比することにより,競 争優
位を成果とする分析 フレームの登場が製品政策の位置づけにどのような変化を促 したかに注目す
る。 このような予備的考察は,国 際マーケティング行動の成果として扱われる 「世界的な競争優
位」 と,MC行 動 によって獲得が期待される 「競争優位」との概念上の異同を論究するための土
壌を整える作業となる。筆者 は,MC行 動(MCケ イパ ビリティ)と 競争優位の関係は,MC行
動の主体である企業が属する競争市場における優位性の源泉(あ るいは主な成功要因)に 影響を
受けるという命題を提示 している(拙 稿2005)。 すなわちこの命題は,MC行 動がすべての産業
や競争領域(競 争市場)に おいて競争優位の獲得や維持へ寄与する資源ではなく,あ る競争市場
ではMC行 動以外め資源一たとえば,製 品開発やラディカルな製品イノベーションに関わる能
カーが優位性の源泉 とな り,製 品のカスタマイゼーションを主要な差別化要素 とするMC行 動
はさほど競争優位に寄与 しないマイナーな資源となる可能性があることを意図している。国際マー
ケティングの標準化と適応化の適切なバランスを達成する行動によって獲得が期待される 「世界
的な競争優位」 とMC行 動の成果 となる 「競争優位」の間には少なからず相違が存在すると考
えられる。成果としての競争優位 に関する概念を整理することは,国 際マニケティングにおける
製品政策とMC行 動の間の異同を明らかにし,2つ の結合を論究する際に役立つものと期待できる。




レームの特徴について論 じる。むすびでは,本 稿の論点を踏まえ,MC研 究との結合に向けた今
後の研究の方向性について言及する。
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尚,本 稿 では,政 策,プ ログラム,戦 略,要 素(element)な どと呼称 され る4Psを 中核 と







企業 はなぜ製品 を世界的 に標準化 す るのかあ るいは適応化 するのか。製 品政 策を世界的 に標準
化 すれ ば多大 な る利益(benefit)を 企業 が享受 で きる とい う理論 的前 提が,当 該研究分 野 の黎
明期 よ り現 在 ま で繰 り返 し指摘 され て いる。 製 品政策 の標 準化 とは,製 品デ ザイ ン(Buzzel
1968,QuelchandHofflp86),製品特性 ブ ラ ン ドネーム,パ ッケー ジ(SorensonandWiech-
mann1975)あ るいは,製 品基本機能,中 核 的構 成部品,周 辺 的構成部 品(諸 上2000,2001)と
政策 の計画 と実行 に関 わるプロセスを本 国のそれに標準化 して進 出先現地 国へ移転 し,管 理す る
ことであ る。
標準化 一適応化 研究は米 国企業 の多国籍 化,と りわけ欧州へ の進 出を背景 として1960年 代に
登場す る。 当初の研究 は広告 プログラムの標準化 度合いを問題視 したよ うにその研 究対象が専 ら
限定 されてい たこ とは周知の ところであ る。60年 代か ら80年 代前半 までの研究 は概 して,4Ps
を中核 とす るマーケテ ィング政策 を企業 が進 出先 国へ標準化 して移転可能 かとい う問題 に関心が
寄せ られ てきた。 これは国際 マーケテ ィングの標 準化 に は多大な利益が存在 し,そ の利益 を享受
す るため には標準化を阻害 す る要 因を識別す るこ とが重要 な課題であ った ことを背景 としている。
標準化 の利益 に関 しては,当 初 か らBuzzel(1968)が 論 じて いる とお り,1)規 模の経済性,と
りわ け製 品デザ イ ンの標準化 によ るコス ト低減,2)顧 客 との取 引にお ける一貫性 の獲得,3)計
画 と統制 の改善,4)優 れた アイデア(万 国共通)の 利用 などが存在す るω。
Buzzelは,製 品政 策が もた らす標 準化利益 につ いて4つ の標準 化の利益 の 内,以 下の2つ に
ついて論 及 してい る。 第一 の利益で ある 「規模 の経済性」 では,製 品デザ イ ンの標準化 によ るコ
ス ト低減 を もっと も明確 で重要 な行動 と して位置 づ けて いる。彼 は,「 複数 の市場 にお いて,機
能 そ して/あ るいはデザイ ン特 長に関す る可能 ない くつかのバ リエー シ ョンを伴 う同一 の基 本製
品を提供す る ことによって,製 造者 は しば しば よ り長期 の生産期 間を獲得 し,R&Dコ ス トをよ
り大 規模 な生産量 に分散 し,そ して総単 位 コス トを低 減す る」(Buzzell968,p.104)と 述べ,
(1)標 準化の利益に関 しては大石(1993)の レビューが詳 しい。また,ZouandCavusgil(2002)の最
新の文献レビューにおいても標準化の利益は上記の4つ に要約されている。
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製品政策の標準化が売上高拡大よ りもむ しろ潜在的な利益拡大の駆動因になることを指摘 してい
る。 また第二の利益,「 顧客 との取引における一貫性の獲得」 においては,製 品標準化による統
一的イメージの訴求,多 国籍企業顧客からの標準化圧力への対応などによる利益を指摘 している。
このBuzzelの 指摘は,そ の後多 くの研究者によって引用され,国 際マーケティングの標準化一
通応化研究の理論的前提 となる(大 石1993)。 たとえば1969年 に多国籍製品計画のための5つ
の代替的戦略を発表 したKeegan(1969)は,製 品の標準化が もたらす潜在的利益を所与として,
製品の標準化 と適応化を彼の言 う代替的戦略の中核に据えている。Keeganは 基本的に製品とプ
ロモーションの標準化と適応化の組み合わせで5つ の代替的戦略を提示 している。 また,75年
に米国と欧州の多国籍企業によるマーケティング ・プログラムの標準化度 と影響要因について最
初 にサンプル調査を実施 したSorensonandWiechmannも,標準化の2つ 理由のひとつ とし
てマーケティング ・コス トの低減を挙げている。
中でも製品政策の標準化が多国籍企業のマーケティング行動へ多大な利益を提供することをもっ
とも強 く説 いたのはLevitt(1983)で あ った(DouglasandCraigl986,DouglasandWind
1987,大 石1993)。 彼の主張は標準化 一通応化論争のバランスを 「大き く標準化の方向へ傾ける」
役割を果たすように学界 に大きなインパク トを与えた。Levitt論 文の特徴は製品の標準化が も
たらす利益の中身を,そ れまでのコス ト低減を中心 とする論調か ら低価格 と高品質製品によるグ
ローバル市場開発へ移行させたことにあると筆者は考えている。
大石(1993)に 従 えば,Levittの 論理構造は以下となる。 まず 「技術の発達」 と 「国際寡占
間競争の激化」が 「(グローバル)市 場の同質化」を推進 し,企 業へ 「国際マーケティングの標




する日系製造企業の勢いにあった。 グローバル市場がいずれ同質化す るのであれば,も っとも高
品質でもっとも低価格で製品を供給することがグローバル企業の成功要因となる。ここで彼の言
う 「成功」 とは市場の地理的範囲の拡張 と利益(profit)で ある。つまり,彼 はグローバル企業
の優位性の源泉を,製 品政策を中心とするマーケティングの標準化によるコス ト低減 と高品質製
品の開発およびグローバル市場への供給であると捉えている。
Levittの 主張に対する批判は2つ に大別できる。 ひとつは 「市場の同質化」 に対するもの,
そしていまひとつは 「製品政策を中心 とする国際マーケティングの捉え方」に対するものである。




Wind1987)。 本稿の目的にあわせてLevittの 主張を解釈すれば,第 二の批判 「製品政策を中心




策)を 考慮 しなければならないと反論 している。また製品の生産 コス トは しばしば総 コス ト内の
マイナーな要素であるとも述べている。「化粧品,洗 剤,製 薬品,あ るいは金融サー ビスなど多
くの消費財とサービス産業においては,生 産コス トは総コス トのわずかな割合であり,こ れら市
、 場における鍵となる成功要因は,生 産効率よりはむしろ,顧 客の流通チ ャネルの嗜好性 と.購買行
動を理解することとこれら顧客に対 して製品と戦略を個別適応(tailoring)す ることである」
(DouglasandWind1987,p.23)Q
標準化一通応化論争はこの後 もLevittを 中心に展開されることになるが,い ずれにせよ,国
際マーケティング行動の標準化度そ して製品政策の重要性は,外 部/内 部の諸要因によって影響
を受けるコンティンジェントな概念であることが,80年 代を通 じて研究者間で形成 され る共通







実証研究 の結果は概 して,製 品政策 が諸政 策の 中で相対的 に高 い標準化傾 向にあ ることを示 し
てい る。標準化 一通応化研 究で は,影 響 要因 を整 理 したJain(1989)論 文以 降,90年 代 に影響
要 因 と国際マーケテ ィ ング行動,そ して経営 成果 の関係 を分析 するい くつかの実証研究が登 場す
る(た とえば,SamieeandRothl992,CavusgilandZoul993)。しか し,そ れぞ れは異 なる
コンテ クス ト,分 析対象,分 析 セ ッテ ィ ング(分 析単位,時 間 と空 間,影 響要因 と行動 の内容,
成果変 数,測 定具)の もとで当然異 な る結果(往 々に して成果 への影 響が正反対 の結果す ら示 し
てい る)を 導 出 してお り,そ れ らの直接 比較 は困難 であ る(馬 場2004)。 このよ うな 困難 が存在
する ものの,こ こではTheodosiouandLeonidou(2003)による記述的 レビュー を参照 しつつ,
製 品政策 と影響要因,経 営成果 の関係に関す る一般 的傾 向を概 観す る。
TheodosiouandLeonidouは,以下 の3つ の条件 に一致す る標準 化 一通応化研究 を扱 った42
の実証論文 を選 出 し,産 業組織論 のSCPフ レー ム(構 造 一行動 一成 果)に 沿 ってそ れ ら実 証結
果の統合 的評価 を行 ってい る。3つ の条 件 とは,a)標 準化 一通応 化の マーケテ ィング戦 略 にお
ける多様 な要素 の内容 および/あ るいは相 互作用 に着 目 してい る,b)実 証的 な特 質が ある,c)
海外市場参入 モー ドに関わ りな く製造企業 の国際 的活動を調査 して いるこ とである。
第一 に,諸 要 因(原 文 ではantecedent:先 行 条件)の 中で製 品政策の標準化 一通応化 へ影響
を与 える要 因の一般 的傾向を確 認 してお こう。彼 らの レ ビューによれば,環 境要 因,市 場要 因,
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顧客要因,競 争企業関連要因,製 品/産 業要因,組 織要因,マ ネジリアル要因の7要 因の中で製
品政策の標準化度に有意義な影響を与えているのは,顧 客要因,競 争企業関連要因,製 品/産 業
要因の3要 因である。まず,顧 客要因(顧 客の特性 と行動,嗜 好と選好,製 品使用パターン)は
製品政策のみならず,す べてのマーケティング戦略へ有意な強い影響を与えている。 とりわけ,
顧客 プロフィールの国別市場間における類似性はマーケティング戦略全体の標準化へ正の有意な
影響を与えている。また競争企業関連要因(競 争構造,競 争の焦点,競 争の集中度)で は競争の
集中度が製品と販促政策の適応化へ正の有意な影響を与えている。 さらに製品/産 業要因(製 品
特性,産 業の技術志向性,PLCの ステージ)で は,産 業の技術志向性の高 さが,マ ーケティン
グ戦略全体の標準化,と りわけ製品政策の標準化へ正 の有意な影響を示 し,国 別市場間でPLC
のステージが同じであることがマーケティング戦略全体の標準化へ正の有意な影響を与えている。
製品/産 業要因の中でも製品特性 と製品政策の関係については,い くつかの定説的な指摘が存
在す るためここで若干の補足が必要であろう。前出のSorensonandWiechmanは 彼 らの調査
により,非 食品関連製品は食品関連製品に比べ相対的に高い標準化傾向にあることを発見 してい
る。 また,WindandDouglas・(1972)も,国や地域の文化的要因に影響を受けるカルチャー ・
バウンド製品(た とえば,衣 食住関連製品)よ りも,そ れ らの影響を受けにくいカルチャー ・ブ
リー製品が高い標準化傾向にあることを逸早 く指摘 している。さらに80年 代には,Jainが 産業
財は消費財より高い標準化傾向にあることを指摘 している。以上のような指摘は,影 響要因の中
でも製品/産 業要因,少 な くとも上述の製品特性を,製 品政策へ もっとも影響を与える要因とし
て扱わなければならないことを示唆 している。
一方,影 響要因の中でも,環 境要因(政 治的,法 的,経 済的要因,社 会文化的,物 理的要因),
市場要因(マ ーケティング行動上のイ ンフラ,流 通構造,メ ディア,市 場規模),組 織要因(本




論文のみがこの仮説を支持 し,25論 文が有意差な しと報告 している。 また,組 織要因において
は,1つ の実証結果だけが,企 業の国際経験と製品/販 促政策の適応化の間に正の有意な関係が
あることを支持 しているに過ぎない。
第二に,製 品政策の内容 と標準化度の関係を考察 してお;う 。製品政策は,マ ーケティング諸
政策の中で もっとも標準化度が高いことを彼 らの レビューは示 している。彼らは,製 品政策の標
準化度が他の諸政策と比較 して相対的に高い理由 として,以 下の3つ の理由を推察 している。3
つの理由とは,a)R&Dと 生産における規模の経済性により生 じる利益を獲得することへのより
大きなイ ンセンティブ,b)特 に製品ライフサイクルが益々短縮化 しているという事実の認識よ
り,市 場への新製品の急速な普及への要望,c)よ り統一的な内部の生産コン トロールと品質基
準の適用を通 じてより優れた調整を達成するニーズである。製品政策がもっとも標準化度が高い
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(適応化度合いが低い)の に対 して,価 格政策(価 格関連要因)は い つそ う適応化度が高 く
(muchmoreadapted),流 通政策はもっとも適応化度が高 く(mostadapted),販 促政策は
平均を上回る適応化 レベルであることも併せて報告 している。
また彼 らは,標 準化度によって製品政策の内容をさらに分類 している。 もっとも標準化度が高
いのは品質,デ ザイン,特 長等の製品特性とブランドに関わる諸決定であり,素 材,デ ザイ ン,
サイズ等のパ幽ッケージに関する諸決定はわずかに標準化度が低い。製品の使用状況,競 争企業の





営成果へ与える影響は混合 した結果を示 し,混 乱をきたす状態 となっていることを示 している。
しかし,一 部の研究では,中 核製品の標準化,製 品ラインの標準化が売上関連成果へ正の影響を
与え,一 方で製品の周辺部分の標準化が負の影響を与えていることが報告されている。
さて,彼 らのこのような記述的レビューは,比 較可能性の確保が困難であることか らその解釈
には一定の考慮が必要 となることは前述のとおりである。 このような比較困難性を回避 し,実 証
結果の一般的傾向をさらに検討するには,同 様の分析セッティングで長期的調査を扱 った研究を
参照することが考えられる。同様の分析セ ッティングで標準化行動の長期的変化を扱 った研究で
は,諸 上(2000,2001,2003)に よる日系製造企業を対象 とする94年 から2002年 までの研究が
存在する。諸上は4回 の調査を踏まえ業界を越えた標準化 一道応化の 「類似パターン化現象」を
抽出している(諸 上2001,2003)。 類似パターン化現象とは,a)業 界を越えた類似パターンがあ
る(た とえば,電 気機械と輸送機器),b)マ ーケティング要素の標準化度が時間の経過 とともに
高まる傾向がある,c)製 品基本機能,製 品構成部品,付 属品,ブ ランドネーム,品 質保証の標
準化度が相対的に高 く,販 売価格と販売方法については相対的に低 く,標 的顧客,製 品ポジショ
ニ ング,広 告テーマは中位的であるという3つ の現象である。
諸上はまた,国 際マーケティングの標準化一道応化行動と経営成果の関係についても実証的に




ここで本章の論点を整理 したい。標準化一通応化研究は,製 品政策に関する2つ の論点を提供
している。第一の論点は,製 品政策の標準化が企業へ利益を提供するという理論的前提 と軽営成
果の間の乖離にある。既に考察 したように国際マーケティング行動の標準化利益の中で製品政策
の標準化は重要視されてきたにもかかわ らず,実 証結果はこのことを部分的にしか支持 していな
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い。複数の実証研究の分析結果が製品政策の標準化 と経営成果の関係を精査できないでいる。
DouglasandCraigがLevitt批 判で述べているように,標 準化度の重要性は影響要因に依存 し,
製品政策の標準化はある産業においてはマイナーな問題 となる可能性を含んでいることは当然で
ある。問題は,製 品政策の標準化と適応化の適切 なバランスの達成により生 じる利益と経営成果
を結び付けて論 じるための分析 フレームの構築にある。ひとつの解決策は,測 定すべき経営成果
の内容 と製品政策の内容との間の調整 にある②。財務的成果あるいは戦略的成果などの経営成果
を従属変数 とする際には,標 準化でなければ適応化という二者択一的な問題 として扱われてきた
製品政策の内容(独 立変数)を 吟味す る必要がある。80年 代後半 ごろよ.り多 くの研究者がマー
ケテ ィング行動のみな らず,価 値連鎖の諸機能との連結を行動対象とする標準化一通応化フレー
ムの拡張を提唱 していることはこのことを明示している。詳 しくは次章において論 じる。
第二の論点は,影 響要因の考慮は必要であるものの,製 品政策は相対的に高い標準化度が志向
されている点である。TheodosiouandLeonidouと 諸上の研究が示す とおり,他 の諸政策は影
響要因に大きく左右 されて適応化が促されている。製品政策の中身を詳 しく検討すれば,中 核的
製品あるいは製品の基本機能,製 品ラインの幅 ブランドネーム等が特 に標準化度が高い傾向に
あることがやかる。経営成果との関係は依然曖昧なままであるが,い ずれにせよ企業は既述の諸
要因の影響 によって,、製品政策の高い標準化度を志向 していることは事実であろう。
II製 品政策と競争優位:国 際 マーケテ ィング行動の拡張
標準化一通応化研究では標準化利益を理論的前提とし,い かなる影響要因が製品政策の標準化
を阻むのかが問題視 されてきた。 しかし,世 界的な機能配置が完了 した多国籍企業の出現を背景
として80年 代後半ごろより,多 国籍ネ ットワークを前提とした研究が進展す ることとなる。 中
でもグローバル産業に焦点をあてた諸研究では,理 念的には 「世界的な競争優位」を成果とする
分析フレームが求められるようになる。 ここに到 わ,適 切な標準化 と適応化のバランスを実現
す る製品をいかに開発 し,最 適に生産 し供給するのかという組織ケイパ ビリティが行動変数 とし
て扱われるようになる。本章では製品政策に独 自の位置づけを与えたTakeuchiandPorterの
論文を手がか りに,製 品政策 と競争優位の関係を標準化一通応化研究の延長線上に位置づけて考
察す る。
TakeuchiandPorter(1986)は 標準化 と;適応化によっていかに企業が 「世界的な競争優位」








標準化 一適応化研究を製品政策を重視する分析視角へ と大きく傾 ける。 これは,R&D,生 産,
ソーシング,ロ ジスティックスの諸機能とマーケティング機能の連結および配置間の調整により,




第一の拡張は,価 値連鎖上の諸機能 とマーケティング機能の連結である。Porter(1985)に よ
れば,価 値連鎖とは企業内の潜在的な付加価値活動の全体を指 しそれは主活動 と支援活動に分類
できる。主活動は購買物流/製 造/出 荷物流/販 売 ・マーケティング/サ ービスへ,支 援活動は
調達活動/技 術開発/人 事 ・労務管理/全 般管理 にさらに分類される。主活動は価値創造に直接
影響する活動であり,支 援活動は間接的に影響する。








ザインは産業構造 に影響を受けるため,同 一の産業に属する企業群は似通 った価値連鎖デザイン
を形成することになる(Porterl985)。 価値連鎖デザインは,企 業群がいかなる価値活動によっ
てその主要な価値を付加するのかという価値プロフィールによって影響を受ける。競合する企業
群の中で価値連鎖デザイ ン間に差異が少ない場合,優 位性を築 くには価値連鎖の 「質」が問われ
る。Porter(1985)が,企 業によるコス ト・リーダーシップや差別化優位性の獲得は個々の価値
活動の努力だけの結果ではな く,連 結関係(活 動間の調整 による活動全体の最適化)の 結果でも
あると述べているのはこのためである。価値連鎖上の諸機能(製 品開発 生産,調 達,マ ーケティ
ングなど)が 単独で非連続的に形成 されているよりも,そ の連携がより緊密でよりょ く調整 され




際に,TakeuchiandPorterが 注目するのが製品政策である。彼 らは,製 品の 「物的同一性」
がR&Dや 生産部門における規模 と習熟(learning)の 経済性を高める戦略的に極あて重要な要
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素で あ ると述 べ③,製 品政 策を もって適切 な標準化 度を達成す る組 織ケイパ ビリテ ィを 「世 界的
な競争優 位」 の源泉 と して捉 えなお してい る。 とりわ け,世 界的 に販売可能 な新製 品の設計や国
境 を越 えて同様 のニーズを持 つ標 的顧客の選定,市 場 ごとに異 なる製 品ポ ジシ ョニ ングの決定 に
は,地 理 的 に分散 したマーケテ ィング機能 と他の諸機能 との連結 が重要 な役割を果たす。
さ らに彼 らは,国 際 マーケテ ィングを グローバル に見 るこ との最大 の利 点は価値連鎖 における
上流 活動 および支援活動 とマーケテ ィ ングとの連結か ら生 まれる と述 べ,マ ーケテ ィングと諸機
能 間 の連 結 に関す る4つ の具体 的利点 を提示 して い る。4つ の具体 的利点 とは,a)世 界共 通製
品の開発支援,b)世 界共 通製品 の需要創造,c)世 界共通製品 の世界市場へ の浸 透,d)標 準物 的
製 品 に うま く合致す るサ ー ビスや現 地 アクセサ リーの提供 で ある。以上 の4つ の利点 は以下 の2
つのマ ーケテ ィング機能 の役割 によって達成 され る と彼 らは続 け る。 第一 に,マ ーケテ ィング機
能 は,新 製 品開発に際 して,世 界共通製品 または販売 に適 す る低 コス ト改良製品 の開発 を支援 す
る。 国際 マー ケテ ィング部 門は世界 各地 か ら情報 を収集 し,R&D,生 産機能 と国 際市 場の顧客
を接触 させ ることによ って世界共通製 品を開発す る上 で重要 な役割を果たす。第二 に,世 界共通
製 品 に対 す る需要創造 を促す国際 マーケテ ィングの役割 として市 場細分化 を上 げている。具体 的
に は,a)多 くのあ るい は大部 分の国 に共通す るセ グメン トを見つ ける 「各国共通 セ グメ ン ト方
式」,b)同 じ製 品で もポジシ ョニ ングを変更 して国 によって異 な るセ グメ ン トを狙 う 「国別 多様
セ グメ ン ト方式」,c)同 一製 品を求 める一群 の国 々を見つ ける 「類似 国 グルー プ化方式」 の3つ
を提示 して い る(TakeuchiandPorter1986,邦訳,p.141-148)。 中で も,製 品が標準化可 能で
かつ マーケテ ィ ング ・ノウハ ウを国か ら国へ移転可 能であ る 「各 国共通 セグメ ン ト方式 」が 「世
界的 な競 争優位」を もっと も高 め ると述 べて いる。
標準 化 一通 応化研究 では4Psの 標準化度 あ るい は適応 化度 を行動 と して捉 えて いたのに対 し
て,TakeuchiandPorterは価 値連鎖 の 「質 」 と りわけ諸機能 間 の連 結能力 を行 動 と して捉 え
る ことが こ こでの論 点 であ る。 マ ーケテ ィ ング機 能 の具 体的 な役割や 製品の標準 化度 は さて お
き④,こ の よ うな機能 間連結 が経 営成果 へ有 意に影 響す る ことは,国 際経 営論 の文脈 で検討 され
てい る(5)。た とえば,Kotabe(1998)はR&D,製造,マ ーケテ ィ ング部 門間 のイ ンタ ーフ ェイ
ス管 理能力 が新 製品開発 および改良の速度 と質へ影響 を与 え ることを 日本企業の事例 を参照 しつ
つ説 明 して い る。
(3)TakeuchiandPorterは,物的同一性を伴 う世界製品について,1)す べでの国で同 じ物的特性を持
つ製品を意味することと,2)国 によって物的特性の違いがあ りながらも,製 品イメージやポジショニ
ングがすべでの国で同一 である製品を意味する こと,と い う二つの考 え方 があ ると述べてい る
(TakeuchiandPorter198E,邦 訳,p.138)。
(4)TakeuchiandPorterはグローバル産業を対象 とし,製 品政策の高い標準化度による世界共通製品
の開発,生 産,販 売を重要視 している。またそのために諸機能の集中化の利点 も説いている。 しか し,
1章 のレビューでも明らかなように,製 品政策の標準化度の決定には影響要因の考慮が不可欠である。
(5)KahnandMcDonough(1997)はR&D,生産,マ ーケティング各機能間の相互作用 と協働に関わ
る組織行動と,製 品開発,製 品管理,他 部門との業務に関する満足度などの経営成果との関係を米国企





諸機能間 の連結 に加 えて,第 二 の拡 張 は,国 境 を越え た多 国籍 ネ ッ トワー クの強 みを強調 する
行動で ある。DouglasandCraig(1989,1996)が企業 の国際発展段 階 と国際 マーケテ ィ ング行
動の焦点の変化 を論 じているよ うに,国 際的な機能配置 が完 了 しつつある 「グローバル合理化段
階」 に達 した多 国籍企業 は,a)世 界 的に諸活動 の効率性 を改善す る ことと,b)グ ローバル戦略
を開発す る ことが成功 の鍵 とな る。「世界的 な競 争優位」 と結 びつ けて国際マ ーケテ ィング行動
を論 じるため には,マ ーケテ ィング機能 と他 の諸機能の連結行動 に加 え,世 界 的に配置 され たそ
れ ら諸機 能 による付加価値活動 をいかに調整 す るか とい う行動が重視 され る。配置 と調整の考え
方 では,国 際マーケ ティ ング行動 は多様 な国別市場での比較優位 は もちろんの こと,異 な る市場
に横 断的 に存在 す る現地資源 を連結 しシナ ジーを開発 す る とい う意 義が付与 され る(Takeuchi
andPorter1986,CraigandDouglas2000,ZouandCavusigil2002)。
配置 と調整 の概 念 は国境を越え たマーケテ ィング機能 間の調整 と同時 に他 の諸機能,と りわけ
ソー シ ング,R&D,生 産,ロ ジス テ ィ ックスの各機 能 との調 整 を含 む(DouglasandCraig
1989,1996)。 す なわ ち多 国籍ネ ッ トワー ク内で いか に シナ ジーを創出す るか とい う行 動 は,国
際的 に分散 したマーケテ ィング機能間の調整 のみな らず,国 際的に分散 した他の諸機能 と国際 マー
ケテ ィング機能 間の調 整を意味す る。
グローバル合理化段 階では,製 品政策 を中心 とした諸機能 の調整能 力の重要性 が増す ことが指
摘 されて・いる。DouglasandCraigは,製品の標準化 によ り,生 産,ソ ー シング,ロ ジステ ィッ
クスの諸機能 を合理化 す る機会 が強化 され ると述べ,さ らに標準化 と適応 化の適切 なバ ラ ンスを
達成す る具体 的方策 について,川 上 を グローバル統合的 に,川 下 を現地適 応的 とい う方法 を提案
して いる(CraigandDouglasl996)。これ は,ソ ー シング,R&D,生 産,ロ ジステ ィ ックス諸
機能 とマーケテ ィング機能 が直 接連 結す る製品政策 において相対 的に高い標準化が採用 され,流
通あ るいは販促政策 はよ り現地適応 化が採用 され る とい うグ ローバル合理化 の一般的 なパ ター ン
を意 図 してい る。
早 くから 「グローバル調整」という概念の導入によって,標 準化一通応化 フレームを国際マネ
ジメン ト・ミックス(価 値連鎖構成要素の組合せ)ま で拡張することの重要性を主張 していた諸
上は自身の実証分析を踏まえて,国 際マーケティング行動の拡張について以下のように述べてい
る。
「経営者の国際経営経験,グ ローバル志向,顧 客や施設の共有,本 社及び子会社の経営資
源の水準,本 社及び子会社のリーダーシップ,本 社の国際市場知識など,企 業内部の戦略的
資源がグローバル ・マーケティング行動に重要な影響を与えている。(中 略)筆 者はす くな
くとも経営成果との関係を問題にするのであれば,マ ーケティング要素の標準化/適 応化パ
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ター ンそれ 自体が 問題 でな く,む しろマーケテ ィングおよび関連行動 の 『質 ・量』,し か も
グローバ ル調整 ・統 合を伴 う,そ の 『質 ・量』 が問題 であ ることを共通の認識 にす るべ きで
あ る と考 えている」(誌 上2003,p.23-24)。
この よ うな指摘 は,本 社 一子会社関係 あるいは子会社 ネ ッ トワー ク,多 国籍企業 内での資 源や
知識 の移転 と吸収(Peng20q1),子 会社 のイニ シアテ ィブ(BirkinshawandHood1998)など
を対 象 とす る国際経営論 と りわけ多 国籍企業 マネ ジメ ン トと国際 マーケテ ィングの結合 を意 味
してい る。多 国籍企業 の戦 略的 な志 向性 を,グ ローバル統 合 と現地適応の それ ぞれの圧力(経 済
的,政 治 的,組 織的要因)と いう2軸 で論 じたPraharadandDoz(1987)のIRフレーム(あ
るいは グ リッ ド)と,IRフ レームと多国籍企業の組織構造 の関係 を論 じたBartlettandGhoshal
(1989)の 研究 は,国 際 マーケテ ィ ング と国際経営論 の境 界 を益 々曖昧 にす る推進 役 とな った。
戦 略 と組 織構造 を論 じた一連 の研究 群 は,BartlettandGhoshalが指摘 してい るように,分 化
して いるが同時に統合 を志向す る本社 一子会 社ネ ッ トワー クによ って,国 境 を越 えた企業 活動を
最適 に管理す る組織構 造のあ り方 を研究対象 としてい る。
この よ うに国際マーケテ ィ ング行動 の拡 張は製 品政策 に重要な位置づ けを与 えるが,同 時 に,
国際マ ーケテ ィングの独 自性を益 々希薄 にす る主 因 とな ってい る。一体何 が国 際マーケテ ィ ング
固有 の問題 であ るか とい うことを峻別す る作 業の困難 さを新た に露呈 している。
皿 考察:成 果 としての競争優位 と製品政策の位置づけ
標準化一通応化研究 において標準化の利益が論 じられて以来,製 品政策の標準化度と経営成果





る。ここでは小論を踏まえて,拡 張 された国際マーケティング行動 と製品政策の関係を標準化一
通応化研究のそれと比較することによ り整理 し,そ の特徴を指摘する。
皿一1標 準化 一適応化研究の分析フレームの特徴
1章 のレビュ「は,標 準化一通応化研究における一般的な分析 フレームが図1の ようになるこ
とを示 している。国際マーケティング行動の内容は製品政策,価 格政策,流 通政策,販 促政策の
4Psを 中核 とし,そ れ ら諸政策の標準化一通応化行動の レベルを操作化 している。そこでは,
製品政策の標準化は高い利益を企業へ もたらすという理論的前提が存在するものの,経 営成果 と















の標準化度は相対的に高 く,中 で も中核的製品や基本機能の標準化度が進んでいることが確認さ
れた。標準化一通応化研究では製品政策の標準化の利益を強調 しているが,実 証研究においては
概 して製品政策を他の諸政策と並列に扱 っている。つまり,他 の諸政策 と同様,・製品政策の標準
化度のみを測定 し,経 営成果との関係を検証 しようという試みである。標準化 と適応化の最適な
バランスをいかに構築 するかあるいは成功裏に実行す るのか という行動の 「質や量」(諸 上
2003)は 扱われてこなかった。
標準化一通応化研究における分析フレームの特徴は,産 業組織論の分析 フレームを援用する際






政策に関わるコス ト低減,利 益率の向上,マ ーケティング管理コス トの低減,競 争優位などの成
果変数がそれぞれの研究 目的に応 じて採用されている(WaltersandToynel989)。 また,多 く
の実証研究において影響要因 と行動の適合関係とは別に,標 準化一通応化行動 と経営成果の直接
的な関係 一つま り標準化が経営成果へ正 の影響を与 えるとい う仮説㈲一が検討 されている
(TheodosiouandLeonidou2003)。
皿一2競 争優位を成果とする分析 フレームの特徴
図2は 競争優位を成果 とす る分析 フレームを示 している。 このフレームの特徴は,標 準化一通
応化研究の分析フレームと対応付けるな らば,成 果を起点 として行動を特定する手順にある(拙
稿2003)。 ここではその起点となる成果,「 世界的な競争優位」についてその内容を確認 してお
(6)こ れには例外も存在する。 たとえばSamieeandRoth(1992)では,標 準化利益をコス ト削減 と利















こ う。 なぜな ら競争優位 を成果 とす る分析 フレー ムにお いて もっと も不 明確 な点 は,Takeuchi
andPorterの い う 「世界 的な競争優位」 その もの にあ るた めで ある。 この点が置 き去 りとな り,
いたず らに戦略論 と国際 マーケテ ィングの結合に突 き進む ことは避 けなければな らない。
Porterの 競争 優位 論 は一 般 にポ ジシ ョニ ング ・アプ ロー チ と呼ばれ,企 業 の外部 環境,す な
わ ち産業構造 に着 目 して いることに特徴が ある。 その 目的 は,魅 力的な産業(収 益 性の高い業界)
を識別 し,そ の産業構造へ影響 を与 え る環境要因を うま く利用 し自社 に有利 な方 向へ変 え ること
に よ って,産 業 内で競 合 と比較 して優 れ た競争 的 ポ ジ シ ョンを獲 得 す る こ とにあ る(Porter
1980,1985)。 競争優位論 には,企 業 内部 の経営資源 の強 みや弱 みに着 目す るもう一 方の アプロー
チ,資 源 ベ ース ・ア プ ローチ も存在 す る(Wernerfeltl984,Barneyl991)。資源ベ ー ス ・ア プ
ロー チでは,特 定の産業あ るいは戦 略グループ内で企業 が優位性を獲得す る独 自の経営 資源 を識
別 す る分 析枠 組みを用意 して いる(7)。価値 連鎖は,企 業 間 の異質 性 を分析 す るためにPorterが
用意 した枠組 みであ り,こ れ は彼が産業 内の企業 間に存在 す る異質性 を全 く捨象 してはいなか っ
た ことの証拠 とな ってい る。問題 は価値連鎖 分析 が どこまで企 業間の異質性 を分析可能 か とい う
点 に ある。 この問題 は本稿 の範 囲超え るため別 の機 会に譲 ること として も(8),こ こで は少 な くと
も価値連 鎖 によって獲得 される競争優位 とは,移 動が制限 されたあ る特定 の産業(戦 略 グループ)
内あ るいは競争領域 内で当該 企業が競合 よ りも,相 対 的に低 い コス トポジシ ョンを形成 する こと
と差 別化戦略 の基礎 を形成 す ることの2つ を意味 している ことを押 さえてお こう。
その上 で,Porter(1980,1986)が規定す る 「グローバ ル産業」 という競争領 域内で,企 業群
が 自社 の価値連 鎖の質 に よって獲 得 を競 うのが,TakeuchiandPorterのい う 「世界 的な競争
優位 」 であ る ことを確認 して おきたい。Porterは グローバル競争 が有 利 にな る原因 と して,伝
統 的な比較優位 に加 え,生 産,物 流,マ ーケティ ング,購 買 のそれぞれの価 値活動 における規模
の経 済性,グ ローバ ルな経験,製 品差別化 と製品 関連技術 の開発,生 産の移転な どを挙 げて いる
(Porterl980,邦 訳,p。362-366)。 また グローバル産業 の特性 について,「 ある国での競争が他 の
(7)一 般に経営資源が競争優位の獲得に有意に寄与するかどうか資源属性に依存する(Barney1991,





国々における競争に強 く影響される。 したがって,国 際戦略は異なる国々で行われる(価 値)活
動の相互依存性を考慮する必要がある」 と述べている(TakeuchiandPorterl986,邦 訳,p.




が与え られた理 由が次第に明 らかになって くる。 つま り,製 品政策は1)国 境を越えて規模 の経
済性,習 熟の経済性がもっとも反映される政策であること,2)ソ ーシング(購 買を含む),R&D,
生産,ロ ジスティックス(物 流)の 各機能 とマーケティング機能の連結行動がもっとも反映 され
る政策であることの2つ がその理由である。多国籍ネットワーク内で規模 と習熟の経済性を獲得
す ることが 「世界的な競争優位」へ重要な影響を与えているとTakeuchiandPorterは 考 えて





マーケティング行動 と比較 して,価 値連鎖の中で製品政策に関わる諸活動を変数化 し操作化する
試みは,市 場 シェアや競争力といった戦略的成果へより高い説明力をもつフレーム構築の可能性
を もっている。 とは言え,競 争優位を成果とする研究は始まったばか りである。筆者は 「世界的
な競争優位」 という極めて抽象度の高い構成概念を操作化することは困難であると考えている。
そこで競争優位を媒介する変数の導入が重要であると考えている。TakeuchiandPorterも 命
題 として 「世界的な競争優位」を誕 っているが,よ り詳 しく彼 らの主張の構造を紐解 けば,彼 ら
が想定する拡張された国際マーケティング行動の成果とは 「規模と習熟の経済性」そ して配置間
の調整から生まれる 「シナジー効果」であることがわかる。成果と行動の関係を分析するフレー
ムを構築するためには,行 動を規定する構成概念 とそれ ら変数の操作可能性を検討 しなければな
らない。
むすびにかえて





と諸機能との連結 と地理的に分散 した配置間の調整 という価値連鎖全体を研究対象とする分析フ
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レームの構築が求め られている。一方,MC研 究の主要な関心事は,企 業がいかに個別顧客ヘカ
スタム化製品あるいはオ ファリングを提供するのかというMC行 動の内容研究(MCケ イパ ビ




考えている。 とりわけ,個 別顧客の受注に柔軟に対応する生産 システムと製品アーキテクチャー
のデザイ ン,カ スタム化 レベルの最適化,個 別顧客との関係的取引より生 じる学習機会,組 織間
の協働は,諸 機能と調整 しなが ら適切な標準化と適応化のバランスを実現する国際マーケティン
グの製品政策の内容の吟味に糸口を与えるだろう。
しか し,MC研 究と国際マーケティングの製品政策の間には相容れない差異 も存在する。MC
研罪は国境を越えることはもとより,世 界的に機能配置が完了 した多国籍ネッ トワークをほとん
ど考慮 していない。 冒頭で述べたように,こ の差異は成果としての競争優位の概念上の異同に深
く関わっている。国際マーケティングの製品政策では,マ ーケティング機能 と価値連鎖上の諸機
能の連結 とそれ ら配置間の調整行動を通 じて製品政策に関わる資源の国際的な移転と多国籍ネッ
トワーク内での共有(Peng2001)あ るいは新たな資源の創造を提子 として,「 世界的な競争優
位」を築 こうとする。その際,企 業群が属する競争領域の特性は 「グローバル産業の特性」によ
り説明され る。TakeuchiandPorterの いうグローバル産業の特性 とは,国 別市場間の競争が
互いに影響 し合い,国 別に配置された諸機能に相互依存性があることを指す。
一方,MC研 究では,カ スタム化製品とオファリングを開発,生 産,供 給するMCケ イパビ
リティを差別化の挺子として活用 し,そ れぞれの競争市場において競争優位を確立する。MCケ
イパ ビリティによって競争優位を獲得 し維持するためには事前に当該競争市場(た とえば,国 別
市場)の 特性が問題 となる(拙 稿2004c,2005)。 少な くとも,国 別市場 において顧客への個別対
応能力が優位性の源泉であることが,MCケ イパ ビリティによる 「競争優位」獲得の条件となる。
本稿は,MCを 標準化 と適応化の同時達成の具体的方策として単純に捉えることには考慮が必
要なこと,さ らに国際マーケティングにおける製品政策とMC研 究を結合す る分析枠組みを構
築する際には,当 該企業が競争を繰 り広げる競争市場の特性の検討が必要であることを主張 して
いる。 しか し,以 上 は大まかな研究の方向性を示 したに過ぎない。上述の新 らたな問題を論究す
ることを次回に期したい。
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